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NY マーケットレポート（2019 年 2 月 15 日） 
 

 

出所：SBILM 



 
                                           

2 

NY 市場レポート 

 

≪ NY 市場概況 ≫ 

NY 市場では、米中通商協議の進展期待や、予想を上回った NY 連銀製造業景気指数の改善などを背景に、

ドルは序盤から堅調な動きとなった。しかし、トランプ大統領の非常事態宣言への警戒感から上値の重

い動きとなった。こうした中、トランプ米大統領がメキシコ国境壁建設予算を盛り込んだ歳出法案に署

名したほか、非常事態宣言の宣誓をしたが、反応は限定的となった。そして、ミシガン大消費者信頼感

指数も改善したことや、米主要株価指数の上昇が続いたこともあり、ドル円・クロス円は堅調な動きと

なった。 

 

主要な米経済指標結果 

2 月ニューヨーク連銀製造業景気指数 8.8（予想 7.0・前回 3.9） 

2 月の NY 連銀製造業業況指数は、市場予想を上回る結果となり、前月からも 4.9 ポイント上昇した。統

計データを見ると、新規受注が 7.5（前月 3.5）、販売価格が 22.9（13.1）、在庫が-1.4（-7.6）と前月

から上昇したものの、仕入価格は 27.1（35.9）、出荷は 10.4（17.9）、雇用者数は 4.1（7.4）と低下し

ており、依然として不透明感が残っていると考えられる。一方、6 ヵ月先の予想では、各指数の改善が目

立っており、先行きに対する懸念が和らいでいることが推測される。 
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1 月鉱工業生産（前月比） -0.6％（予想 0.1％・前回 0.3％⇒0.1％） 

1 月設備稼働率 78.2％（予想 78.7％・前回 78.7％⇒78.8％） 

1 月の米鉱工業生産は、市場予想を下回る結果となり、昨年 5 月以来 8 ヵ月ぶりのマイナスとなった。自

動車・同部品が-8.8％（前月 4.3％）、電子機器が-1.4％（1.7％）とマイナスに転じたことが全体を引

き下げる要因となった。一方、製造業や鉱業の稼働率低下が影響し、全体の設備稼働率も前月から低下

した。 
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2 月ミシガン大学消費者信頼感指数 95.5（予想 93.5・前回 91.2） 

2 月の米ミシガン大学消費者信頼感指数の速報値は、市場予想を上回る結果となり、1 月の確報値から 4.3

ポイント上昇した。現状指数は 110.0 と 1 月確報値から 1.2 ポイント上昇、先行指数は 86.2 と 1 月確報

値から 6.3 ポイント上昇、また 1 年後のインフレ期待は 2.5％で 1 月確報値から 0.2 ポイント低下した。 
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米ダウ平均は約 3 ヵ月ぶりの高値、ナスダックは 6 営業日続伸 

米株式市場は、米中の閣僚級貿易協議が進展したとの報道を受け、今後の協議に対する期待感も広がり、

主要株価指数は序盤から堅調な動きとなった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きが続き、引け間際

に前日比 444 ドル高まで上昇し、高値圏で終了した。終値ベースでは、昨年 11 月上旬以来、約 3 ヵ月ぶ

りの高値となった。一方、ハイテク株中心のナスダックは、45 ポイント高となり、6 営業日続伸となっ

た。
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提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


